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CCOP第32回年次総会⑧第26回管理理事会

づくぼで開催

富樫幸雄1)

1.はじめに

CCOP(東･東南アジア沿海沿岸地球科学計画調

整委員会)の第32回年次総会と第26回管理理事会が

平成7年(1995)9月27日から10月3日までの7目

問にわたって,つくば市のホテルグランド東雲で開

催された.

参加国は加盟国,協力国あわせて17カ国であっ

たが,これに5つの国際機関が加わり,参加者総

数は107名(うち外国人は80名)と予想を上回る盛大

な会議となった.日本での年次総会開催は6度目

だがら,東京以外で開催するのは初めてで,さいわ

い天候にも恵まれ,つくばのさわやかな秋の雰囲気

を参加老に満喫してもらうことができた.ここに,

成功裡に終わった今回のCCOP会議の概要をご報

告したい.

我が国でのCCOP年次総会の開催は1982年以来

13年ぶりのことで,準備には日本側担当官庁であ

る外務省と通商産業省が共同でこれにあたった.と

くに,実質的なホスト機関とたった地質調査所では

開催実行委員会(委員長:長谷次長)と開催準備事務

局(事務局長:松林国際プロジェクト課長)を組織す

るたど,全所的な準備体制をしいて具体的な準備を

進めた.

また,年次総会会期中に,工業技術院主催による

ITITシンポジウム｢東･東南アジア沿岸･沿海地

域の持続的開発と地質学｣(小玉地質部長主宰)と地

質巡検(磯部環境地質課長主宰)が開催された.

さらに,現在CCOPとも協力的に進行中の｢東

アジア自然災害図作成プロジェクトワｰクショップ｣

(加藤首席研究官主宰)も開催され,活発な議論がな

された一そのほか,CCOP事務局の依頼により,

ノルウェｰ政府の支援による｢資源デｰタ管理セミ

ナｰ｣(寺島元燃料鉱床課長主宰)も併せて開催され

た.

ここに,以上のCCOP会議および関連会議の日

本側主催者として企画･準備･運営に尽力された外

務省アジア局地域政策課,通商産業省通商政策局経

写真1CCOP第32回年次総会出席者記念写真(つくば市ホテルグランド東雲にて).

1)地質調査所国際協力室

キｰワｰド:CCOP(東･東南アジア沿海沿岸地球科学計画調整

委員会),国際機関,多国間協力
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写真2CCOP第32回年次総会会議場全景

第1表CC0亙第32回年次総会の議題

済趨力課および工業技術院国際研究協力課,さらに

実質的な準備と実行にかかわった数多くの地質調査

所関係者各位に厚くお礼申し上げたい.

たお,CCOPの成立の経緯,現在の活動･組織,

各種会議の性格たどについては嶋崎(1995),富樫

(1995)に詳しいのでそれらを参照されたい.

2.第32回年次総会

2.1参加国と参加者

今回のCCOP第32回年次総会は9月27日一30日

の4日間の日程で開催された.参加国･参加機関

等は以下の通りである.

(i)9加盟国(カンボジア,中国,インドネシア,

日本,韓国,マレｰシア,フィリピン,タイ,ベト

ナム)

(i)9協力国(ベルギｰ,カナダ,デンマｰク,オ

ランダ,ノルウェｰ,スウェｰデン,イギリス,日

本,アメリカ)

㈹5国際機関(アセアン石油評議会ASCOPE;環

太平洋エネルギｰ鉱物資源評議会CPCEMR;国連

アジア太平洋経済社会委員会ESCAP;政府間海洋

学委員会IOc/WESTPAc;国際地質学連合IUGS)

(づCCOP事務局.

全参加者数は107名(開会式招待者は除く)で,う

ち,日本政府代表団は27名であった.

会議中のスナップを写真1-17に示す.

2.2議事の内容

今回の年次総会では合計13の議題が取り上げら

れた.その一覧を第1表に示す.以下に主な議事

内容の概要を述べる.

開会

議題1.開会あいさつ

2.役員選出

3.議題採択

4.CCOP事務局長活動報告

(1994年11月1日一1995年8月31目)'

醜技術黎告

5.国別技術プレゼンテｰション11995年の活動

5.13セクタｰ(工孝ルギｰ,鉱物,沿岸域)副活動

(a)加盟国報告

(b)CCOP事務局報告

(o)協力国■協力機関報告

5.2出版･情轟サｰビス活動

舳顧間会議

6.CCOP業務計画/業務活動レビュｰ

7.協力国■協力機関からの援助と協力

W全体会議

8.技術活動報告

8.1CCOP地域協力国活動親告

8.2顧問会議報告

9.新規提案の検討

9.1加盟国およびCCOP事務局からの提案

9.2協力国提案および意見

10.協力国■協力機関によるCcoPへの今後の支援表明

11.CCOP1996年桑務計画案の榛討

12.各国および国際機関との協力

V.第33回年次総会の開催場所

V1.報告審採択

V1司閉会

I.開会

冒頭の開会式(議題1)では次の順であいさつが行

われた:

(i)CCOP管理理事会議長PatehChand氏(マレｰ

シア常任代表)

(ii)外務省アジア局地域政策課企画官田平氏(日本

政府歓迎の辞)

㈹顧問グルｰプ議長Knudsen氏(ノルウェｰ代

表)

(づ国連ESCAP事務局長(KimCCOP事務局長が

代読)

(V)通商産業省技術総括審議官光川氏(開会宣言)

日本政府を代表しての光川審議官のあいさつで

は,地球科学の研究におけるCCOPのような多国
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写真3年次総会開会式の壇上.石よりKimCCOP事務

局長,光川通商産業省技術総括審議官,Chand

(マレｰシア)CCOP管理理事会議長,田平外務

省アジア局企画官,K㎜dsen(ノルウェｰ)顧問グ

ルｰプ議長,佐藤地質調査所長.

間揚力の枠組みの存在が大変重要である事を認識

し,今後,自然災害,情報数値化技術などの新しい

分野でも積極的た支援を続けてゆくことが表明され

た.

議長団選出(議題2)では,共同議長として,佐藤

地質調査所長(日本常任代表代理)と水谷外務省アジ

ア局地域政策課長(実際は田平企画官が代行)が選ば

れた.副議長にはWa㎎氏(中国常任代表)が,書

記にはReedman氏(イギリス代表)とRazak氏(マ

レｰシア)が,それぞれ選ばれた.

事務局活動報告(議題4)では,Kim事務局長か

ら,資金発掘のために協力国への出張を何度も行う

たど積極的に財政建て直しの努力をしていること,

および,財政状況も改善の兆しを見せていることな

どが報告された.

国別では,我が国が,空中磁気図出版,地殻熱流

量図作成,東･東南アジア地球科学図数値化

(DCGM),東アジアジオテクトニックマップ数値

化出版,テクニカルブレティン出版,長･短期

JICA専門家派遣,だと多面的た協力支援を続けて

きていることに謝意が表明された.

また,オランダ政府の主導により総額約130万ド

ルの沿岸地域管理プロジェクト(COASTPLAN)が

新しく発足し,オランダ人長期専門家(1名)もすで

にCCOP事務局で活動していることが報告された.

このプロジエクトにはオランダ以外の協力国も支援

に参加するよう厚びかけられ,カナダ,イギリスな

どが何等かの形で参加する用意のあることが報告さ

れた.

1996年2月号

写真4年次総会開会式で開会宣言をする光川通商産業省

技術総括審議宮

写真5年次総会でCCOP活動穀告を行う孤m事務局

長

写真6年次総会会議場の日本政府代表団席での長谷地質

調査所次長(右)と中嶋外務省アジア局地域政策課

長補佐(左)

一方,ノルウェｰにおいては,昨年終了した石油

天然ガス管理プロジェクト(ORGM)に引き続き,

資源評価計画プロジェクト(REP)の予算の一部が

政府内で承認され,具体的な実施準備の段階に入っ

ていることが報告された.

皿.技術レポｰトの発表

加盟国,協力国,協力機関,事務局が(a)エネル

ギｰ,(b)鉱物,(c)沿岸域の3つの分野での過去1

年間の活動を報告した(議題5.1).�
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写真7年次総会会議場での加盟国側ウィング.手前か

ら,カンボジア,中国,インドネシア,日本,

韓国,マレｰシア,フィリピン,タイ,ベトナ

ムの順に並んでいる.

日本からは,地質調査所から,エネルギｰ分野は

奥田燃料資源部長が,鉱物分野は中嶋鉱物資源部長

が,沿岸域分野は磯部環境地質課長が,それぞれ発

表を行った.

次お,時間的な制約から口頭発表の機会が得られ

なかった内容については,会場外でポスタｰ展示や

パソコンによるデモソストレｰショソカミ行われた.

ついでKim事務局長から出版清報活動報告があ

った(議題5.2)1出版物はCCOP活動の成果を伝達

する重要な媒体であると同時に,CCOP活動の貴

重な財源の一つであるとして,とくに,出版活動そ

れ自体の活発化と出版物の販売促進に力を入れてい

る状況が報告された.

皿.顧問グルｰプ会合とその提言

加盟国を除き,協力国(日本を含む),擦力機関,

事務局のみが参加して顧問グルｰプ会合が行われ,

次のような内容の提言を採択した(議題6,7)､

(i)プロジェクト調整の段階で,デジタルデｰタシ

ステム,命名法,分析法,成果の普及法,などの標

準化が必要.

(五)CCOP活動への貢献はinkind部分(現金以外

の支援)も定量的に表現すること.

(的カントリｰレポｰトの発表におけるガイドライ

ンが必要.

(→加盟国からの広域専門家を増やすべき.

(V)事務局員の出張報告書衣とを加盟国,協力国等

にも配布すること.

㈹プロジェクト成果の普及のためにNewsLetter

を活用し,セミナｰ,ワｰクショップだとも活発化

すること.

写真8年次総会会議場での協力国側ウィング.右手前か

ら,ベルギｰ(写真からはずれている),カナダ,デンマ

ｰク,オランダ,ノルウェｰ,スウェｰデン,イギリス,

アメリカ,各協力機関の順に並んでいる.

写真9年次総会会議場におけるCCOP事務局のコｰナ

㈹私企業からのプロジェクト支援を促進するこ

と.

㈹複数の協力副こよる共同プロジェクトを推進す

ること.

㈲プロジェクト実施にあたっては加盟国間の受け

入れ能力レベルの格差を考慮すること.

(オ現行の3つの活動分野(セクタｰ)以外に｢環

境｣分野を加えること､

(対)CCOPの環境関連プロジェクトはESCAPの

環境政策をも考慮に入れたものであること.

㈲事務局は地質災害分野での活動を将来活発化さ

せることのメリットを検討すること.

以上の内容は加盟国も加わった次の全体会議で参

加者全員に報告された.

v.全体会議

ついで,全参加者が一同に会した全体会議が開催

され次のような議事が行われた.

(i)協力国と協力機関の年次活動報告,上記顧問グ

ルｰプによる提言の報告(議題8).

地質ニュｰス498号�
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写真10年次総会でカントリｰレポｰト発表を行う中嶋

地質調査所鉱物資源部長(このほか,地質調査所

から奥田燃料資源部長,磯部環境地質課長もカ

ントリｰレポｰト発表を行った)

(1i)新観プロジェクト提案(議題9)では,事務局カミ

これまでに受け付けた加盟国からの新規プロジェク

ト要請(35件)の内容検討のために新しくProject

ReviewGroupを作ることを申し合わせた.このグ

ルｰプは加盟国,協力国,事務局専門家で構成さ

れ,毎年秋の管理理事会の直前に開催されることと

なった.また,新境プロジェクト提案プ回セスの合

理化について事務局でさらに検討を続けることとな

った.

㈹協力国･協力機関による窃月予定(議題10)で

は,ノルウエｰから｢資源評価計画プロジエクト｣

(REP)のPhaseIは1996年から実施予定であるこ

と,PETRAD(国際石油管理計画庁)が石油開発に

伴う環境問題をテｰマにCCOP/ASCOPEとの共

同プ厚ジェクトを検討中であること,などの報告が

あった.イギリスからは,｢低エンタルピｰ地熱ポ

テソジャノレ評価｣｢コｰルベッドメタン利用｣だと

のプロジェクトを準備中である旨が報告された.

CPCEMR(環太平洋エネルギｰ鉱物資源評議会)

からは,複数の石油関連私企業からの資金拠出を前

提とした｢環太平洋地球科学デｰタプ回ジェクト｣

(CPGDP)の提案があった.これは現行のCPMP

(環太平洋マッププロジェクト)の次期計画としての

技術移転プログラムとして説明されたが,CCOP

としての態度は管理理事会の決定にゆだねられた.

また,東南アジアでの空中磁気図作成技術の移転

を主要目的としたプロジェクト(SEAM)提案がイ

ギリス･リｰズ大学とカナダ企業からなされたが,

目下CD-ROM出版の段階にある石原文実氏(地調,

現石油公団)のr東南アジア空中磁気図作成プロジ

1996年2月号

写真11年次総会会議場ロビｰで行われた技術ポスタｰ

展示.

エクト｣との関連が指摘され,管理理事会でさらに

検討することとなった.

(→1996年度業務計画(議題11)では,財源が確定

したものについて,Kim事務局長から業務計画案

が報告された.とくに事務局経費削減の必要性が強

調されたが,参加者からは,全体として明快かつ現

実的な内容と評価された.

1V.次回年次総会について

1996年(第33回)の年次総会とそれと同時に行わ

れる第28回管理理事会については,中国が,10月

30日一11月5日に上海でホストすることを表明し,

全参加者に歓迎された.

また,来年(1997年)の年次総会については,韓

国がテｰジョソ市で開催すると表明し,やはり歓迎

された.

w.レポｰト採択および閉会

若干の修正をおこたって公式レポｰトを採択した

後,閉会が宣言され,議事は予定通り終了した.

3.第26回管理理事会

3.1参加国と参加者

管理理事会は加盟国と事務局のみで実務的な課題

を中心に審議する決議機関で,年2回開催されて

いる.通常,その2回目の会合は年次総会に続い

て開催されている1今回も上記年次総会に引き続

き,場所も同じつくば市のホテルグラン←東雲で開

催された.期問は10月2目から3目までの2目聞

であった.

参加加盟国は,カンボジア,中国,インドネシ

ア,日本,韓国,マレｰシア,フィリピン,タイ,�
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第2表

CCOP第跳回管理理事会議題

議題1.議長闘会あいさつ

2.書記選出

3.議題採択

4.前回管理理事会以降の活動

5｡事務局長によるCCOP協力国への資金認達ミッション報告

6.CCOP財務親告

7.規約改正レビュｰ

8.新規プ1コジェクト提案および顧問グルｰプ提言の検討

9.1996年事業計画案の棲討

10.第33回年次総会および第27回管理理事会の開催期目および場所

11.その他

CCOP事務局職員への待遇改善,無後援助事門家の着任予定,

世界地質調査所連合(lCOGS)におけるCCOPの役割,

名誉顧問の追加指名提案,CCOP会計年度の変更,

など15項目の案件を討議

12.公式報告の採択

13.参加国からの最終コメント

14.新議長および新副議長の選出

15.議長交替

16.閉会

ベトナムの9カ国で,これにCCOP事務局が加わ

り,参加者総数は37名であった.

日本政府代表団は,佐藤地質調査所長を団長に,

外務省アジア局地域政策課から八島,中嶋の両氏,

地質調査所から筆者と木下国際協力室主任研究官か

ら構成され,合計5名であった.

3.2議事内容

第26回管理理事会の議題項目は第2表に示す通

りである.一部の議事内容は上記の年次総会のそれ

と重複するが,以下に,概要を記すこととする.

(1)開会(議題1-3)

1993-1995年度の管理理事会議長であるマレｰシ

ア常任代表FatehChand氏(マレｰシア地質調査所

長)が開会を宣言し,書記選出,議題採択だとが行

われた.

(2)前回管理理事会以降の事務局活動報告など(議

題4,6,9)

Kim事務局長から,事務局内人事異動,財務状

況等について報告がなされた.また,趨力国からの

inkind支援を金額に換算する作業が目下進行中で

あること,AGID(国際開発地球科学者協会)へ組織

加入カミなされたこと,だとの報告を受けた後,今後

は財務報告を四半期毎に行うことを申し合わせた.

(3)資金調達のための出張報告およびCCO正活動

の理念について(議題5)

Kim事務局長からは1995年4月の就任以降,す

でに2回,8カ国ヘブロジェクト支援要請のため行

った出張の報告カミたされた.さらに,支援要請先ヘ

アピｰルするCCOP活動の理念についてもKim氏`

の考えが述べられた.

ここでは,CCOP活動は加盟国にとっての富の

創出,貧困の緩和,経済社会条件の改善,などに寄

与するべきものであるとして以下のことが強調され

た:

(i)開発程度の低い加盟国が重点対象となるべきこ

と,

(ii)世界共通の関心を引く応用プロジェクトが発掘

されるべきこと,

㈹プロジェクト期間は出来るだけ短いこと,か

つ,複数の国からの支援やプロジェクトの受け手か

らのインプットもなされること,

(→女性のより積極的な参加が実現されるべきこ

と,

(∀)私企業,大学などの参加が望ましいこと.
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写真12年次総会にひきつづいてホテルグランド東雲で開催された第26回管理理事会会議場全景.

加盟国と事務局のみが参加する.

この会合は

これに対し,加盟国からは,事務局長の出張先国

はCCOPに対する関心の程度も見極めて慎重に選

ぶべきであること,私企業の参入にあたっては

CCOP側とのgiYeandtakeべ一スで行なわれるべ

きこと,だとのコメントがたされた.

(4)顧問グルｰプ提言および新規プロジェクト提案

の検討(議題8)

顧問グルｰプからの提言のうち,広域専門家

(CCOP資金によるもの;現在はHe氏のみ)の増員

については,趣旨は理解できるものの,財政面から

は当面困難を伴うものであることから,今後さらに

時間をかけて検討することとたった.

また,今後の活動分野の方向としては,｢環境｣

と｢持続的開発｣の重要性が確認された.これに関

連し,現在の3つの活動分野(rエネルギｰ｣,｢鉱

物｣,r沿岸域｣)の他にr地質災害｣を加える件が提

案され大方の同意を得たが,今回は決定には至らな

かった.

新揚プロジェクト提案の内容検討システムとして

は,今年末までに各セクタｰ毎にProjectReview

Groupメンバｰを指名し,具体化してゆく事が確

認された.

(5)新規プロジェクト関係(議題11)

(i)USGSのTerman氏が今回の年次総会で提案

した,石油関連私企業からの資金援助を前提とした

広域数値化地球科学図編さんプロジェクト

(CPGDP)については,我が国は従来からDCGM

(地球科学図数値化)プロジエクトを実施している立

写真13

管理理事会次期議長に選出されたMuyco氏(フ

ィリピン鉱山地球科学局長)(中央),同じく次

期副議長のWang氏(中国地質鉱産部国際協力

局長)(左),および今回で任期満了となった

Chand氏(マレｰシア地質調査所長)(右).管理

理事会議長は加盟国代表幹事としての役割を担

っている.

場から,両プロジェクトは相互に独立性が保たれて

いるべきことを強く主張した.他の加盟国からも,

CCOP側からのコントロｰルが十分になされてい

るべきなどのコメントがなされた.ただし,Ter-

man提案を支持する国も多く,結局各国が持ち帰

りさらに検討すること,事務局はさらに詳細た情報

をTerman氏側から取り寄せること,だとが申し

合わされた.

(ii)カナダ地質調査所から打診のあった｢炭化水素

チャｰジモデリソグプロジェクト｣については,事

務局がさらに情報収集に努めることを前提に基本的

に承認された.

㈹前回管理理事会で中国が提案したr東･東南ア

ジアの海域地質災害｣は中国側が自ら却下した.
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富樫幸雄

㈹イギリスとカナダが今回の年次総会で提案した

r東南アジア空中磁気プロジェクト｣については,

加盟国の大半は受け入れ賛成を表明したが,日本

は,現在石原氏がCD-ROM出版準備を進めている

広域空中磁気図編さんプロジェクトとの関連が不明

であることから保留した.結局次会会合で再度検討

することとたった.

(v)CCOP事務局の地理情報システム(GIS)につい

てUSGSのTeman氏から提案のあった,現行の

Arc/InfoからGIVへの転換については,事務局か

ら,次回年次総会でGIVシステムのデモンストレｰ

ションを行うよう,Teman氏へ要請することと扱

った.

㈹日本から派遣されている大久保専門家の後任と

して木下専門家が赴任の予定である事が紹介され,

日本政府へ謝意が表明された.

(6)その他の決議結果(議題10,11)

その他の主匁議題についての議事経過および決議

内容は以下の通りである.

(i)規約の改正については各国の最終コメントを今

年中に事務局へ報告することとなった.

(ii)第30回IGC(北京)と,その際に開催される次

回の国際地質調査所連合(ICOGS)へKim事務局長

も参加し講演することが承認された.

(軸CCOP会計年度を,現行の1月一12月を4月一

3月とすることカミ了承された.

㈹年間第1回目の管理理事会(従来は5-6月頃に

開催)を,次回から3月後半に行うこととなった.

け)事務局職員の待遇改善のため,年間1ヵ月分

のボｰナスを支給する旨の事務局提案カミ承認され

た.

㈹第33回年次総会と第28回管理理事会を1996年

10-11月に中国(上海)でホストする用意のあること

が改めて中国から表明され,参加者一同から歓迎さ

れた.また,1997年の第34回年次総会と第30回管

理理事会についても韓国がホストする用意がある旨

を改めて表明し,歓迎された.

(7)閉会(議題12-16)

上記議事内容の公式レポｰトを採択の後,次期

(1996-1998)管理理事会議長にフィリピン常任代表

(鉱山地球科学局長)Joe1Muyco氏を,副議長に中

国常任代表(地質鉱産部国際協力局長)Wa㎎Xio暗

1in氏を,それぞれ全会一致で選出した.最後に新

写真14

日本政府主催レセプションでホスト役の佐藤地

質調査所長に記念晶を贈呈するCCOP管理理事

会議長Chand氏(マレｰシア地質調査所長)

写真15

日本政府主催レセプションのひとこま.チマチ

ョゴリが美しいKimCCOP事務局長夫人･

議長により閉会が宣言され,会合は無事に終了し

た.

4.CCOR会議を終えて

CCOPの年次総会は加盟国が持ち回りでホスト

する事になっており.,平均約10年に1回はその順

番がまわってくる.年次総会の開催を引き受けるこ

と自体が加盟国としてのCCOP活動への協力の重

要な一環となっている.

今回は諸般の事情からつくば市で開催されたこと

もあって,地質調査所が日本政府の中での実質的な

準備主体とならざるを得なかった.地質調査所内に

は,既に述べたように,主として所議メンバｰから

なる所内実行委員会と実質的な準備･運営を進める

準備事務局が組織されたが,とくに,準備事務局の

もとには国際研究協力室(組織)をはじめ50名近く
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写真16レディｰスプログラムのひとこま.つくば市内

の生げ柁教室にて.参加者夫人と女性参加者の

ためにいくつかのプ回グラムが実行された.

の職員が参加し,実に様々な業務分野で準備,実行

を行ったI

第一線の研究者にとっては,一般に,昨今の研究

の条件は以前よりも厳しさを増している.また,本

年は各種補正予算の影響で多くの事務官も多忙をき

わめている.このような状況にもかかわらず,さい

わい多数の職員の窃力に得られたことは望外の喜び

であった.さらに,前回(1982年)の日本開催時の

当事者であった地質調査所0Bの方刈こも多大の助

言をいただいた.

一方,工業技術院所国際研究協力課からはITIT

シンポジウム開催および地質見学会への支援をいた

だき,CCOP会議会期中に盛大に開催することが

できた.

以上所内外の多くの協力老の方々のおかげで今回

のCCOP会議を成功裡に終えることができた.こ

こに改めて厚くお礼を申し上げたい｡

嶋崎(1995)にも詳しいように,日本政府は

CCOPの生みの親の一人でもあり,地質調査所は

その創立以来一貫して積極的な支援を行ってきた.

その支援の分野は,従来の資源志向のもののみなら

ず,現在は自然災害,地球科学図数値化など,多岐

にわたっている.また,地質調査所にとっての研究

活動も国際化が著しく,とくに,類似の地質環境に

ある東･東南アジア諸国との協力の必要性は強まる

ばかりである.

このようなとき,東･東南アジア唯一の広域的た

写真17参加者に連絡事項をアナウンスする松林準備事

務局長.50名近くの地質調査所職員がr縁の下

の力持ち｣として会議の準備･実行にたずさわ

った.

地球科学協力フォｰラムであるCCOPの年次総会

をつくばで開催し,加盟国,協力国の人々と返しく

交流てきたことが,今後の地質調査所の国際活動に

とっての欠きたプラスとなることを強く願うもので

ある.そして,いずれ約10年後には,また日本が

CCOP年次総会をホストすることとたるであろう.

その頃には地質調査所とCCOPの協力関係が今よ

りも一層緊密,かつ有意義なものとなっていること

を願う次第である.

最後に,本稿をまとめるにあたり,CCOP会議

準備事務局の松林国際プロジェクト課長および村上

海洋物理探査課主任研究官には貴重なご意見をいた

だいた.また,会議中のスナップ写真の多くは山崎

総務部広報係長の撮影によるものである.以上の方

刈こ厚く御礼申し上げる.
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